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CSJ  Commission of Social Justice  社会的公正委員会 
CPAG  Community Plan Action Group  コミュニティ計画アクション 
グループ 
EAZ  Education Action Zones   教育アクション・ゾーン 
GLA  Greater London Authority   グレーター・ロンドン 
・オーソリティ 
IPPR  Institute for Public Policy Research  公共政策調査研究所 
LAP  Local Area Partnership   ローカル・エリア 
・パートナーシップ 
LSP  Local Strategic Partnership   地域戦略パートナーシップ 
NCVO  National Council for Voluntary Organization 全国ボランタリー組織協議会 
NR  Neighbourhood Renewal   近隣地域再生政策 
NRF  Neighbourhood Renewal Fund  近隣地域再生資金 
NRS  Neighbourhood Renewal Strategy  近隣地域再生戦略 
NDYP  New Deal for Young People   若年者向けニューディール 
NPM  New Public Management   ニュー・パブリック・マネジメント 





























































































































































































調査を行うための指標化も行われた（Percy-Smith 2000；Burchardt, Le Grand and Piachaud 
2002）2。本研究が対象とするイギリスでも、社会的排除／包摂概念に基づいて貧困調査が






































                                                                                                                                         
の疾病、低教育到達度、低技能、自信の欠如）、⑥空間的指標（社会的弱者の顕在化、周縁化）、⑦集団的指標（高齢者、障
害者、エスニック・マイノリティなど集団として捉えられる社会的弱者の顕在化）の 7項目を挙げている（Percy-Smith 2000: 9）。 





























































































































が挙げられる。この政策は、各州は 2002年までに受給者の 5割を週 30時間以上就労させることを義務づけたものであり、通





















































ブレア労働党は 1997年 5月の総選挙で地滑り的勝利を収め、約 18年ぶりに政権に返り



















































































































































































































                                               
8 「実験段階」の代表的な制度として「ベーシック・インカム」が挙げられるだろう。ベーシック・インカムは恒常的な制度
化を実現していないものの、これから本研究で見ていくようにイギリスを典型例とする、「就労中心性」の理念に基づく賃金







と資本主義の多様性論（Hall and Soskice 2001=2007）が該当する。いずれのアプローチに
おいても、アイディアは重要ではないか、付帯的（epiphenomenal）な変数として扱われて




































































































































































という解釈を引き出せるように働きかけなければならない（Berman 2001: 235；Blyth 2002: 















制度との質的差異を生み出す（Cox 2004: 207-208；Berman 2001: 238）13。 






















































































                                                                                                                                         
る包括的な概念である（Hall 1993: 289）。本研究は「社会的包摂」のアイディアが生成され、そのアイディアに基づいて政策
過程が展開される過程を段階ごとに追うために、政策パラダイムとして定義される各要素を段階に応じて分析する。 
16 具体的にはタイムズ、フィナンシャル・タイムズ、エコノミスト、デイリ ・ーテレグラフが挙げられている（Hall 1992: 105）。 















































































































































3.1. 第 1段階：アイディアの生成過程 
 第 1段階の分析では、「社会的包摂」のアイディアがどのような過程を通じて生成され































































3.2. 第 2段階：アイディアに基づく政策過程 
 第 2段階の分析は、「社会的包摂」のアイディアに基づいてどのように政策が決定・実
施されたのかという制度変化の過程を明らかにする。①および②のステップに基づいて、










 第 5章の雇用政策は、「若年者向けニューディール New Deal for Young People」（以下、
NDYP と略記）を事例に分析する。NDYP は、16 歳から 24 歳までの未就労者を対象とす
る職業訓練政策であり、政府との協働のパートナーである関連アクターは「職業訓練・企
業協議会 Training and Enterprise Councils」（以下、TECと略記）であった。しかし、NDYP
は、TECの従来の利益に適う政策ではなかった。そこで、①のステップでは、ブレア政権
が TECに対して、利益の再定義を導き出したことを明らかにする。②のステップでは、ブ




 第 6章および第 7章の地域政策は、「近隣地域再生政策Neighbourhood Renewal」（以下、











































具体的に分析する事例として「教育アクション・ゾーン Education Action Zones」（以下、
EAZと略記）を取り上げる。EAZにおいて政府と協働、あるいは地域内での協働を実施す

















































































1948 年から 1970 年代初頭までの時期にかけては、完全雇用が実現し、社会保障制度を運
用できたことを述べる。しかし石油危機発生後の 1970年代から 1990年代にかけては、完







































































































































                                               
























表 2.1 ベヴァリッジ報告の示した社会保障制度と理念 
 
制度 国民保険 デモグラント 公的扶助 
原則 均一拠出・均一給付 普遍主義 ナショナル・ミニマム 













                                               
25 デモグラントには業務災害給付や両親が死亡した遺児の養育のための保護者手当など、国民保険を財源にしつつも、デモグ
ラントに分類される給付も一部存在する（武川 1999：10-11）。しかし多くのデモグラントは税から支払われるため、表 2.1
では除いた。また、公的扶助はベヴァリッジ報告で構想された「国民扶助 National Assistance」として 1948年に導入された。
しかし 1966年に「補足給付 Supplementary Benefit」、1988年に「所得補助 Income Support」と変遷してきた。1997年時点で



































                                                                                                                                         
ということになる。 
26 戦後イギリスの政治史は、終戦の 1945年から 1979年までのいわゆる「コンセンサス期」とサッチャー政権の成立する 1979
年以降に区分されることが多い（Marquand 1988: 28-31；Kavanagh 1990: 57）。この時代区分はケインズ主義を理論的支柱とし
ていたコンセンサス期と、マネタリズムを理論的支柱としていたサッチャー政権期以降という経済原理に基づく。福祉政治に







原則とする公的扶助の制度化も果たした（Thorpe 1997: 122-123）。 
こうして 1948 年までに社会保障の実施体制が整った。労働党はベヴァリッジ報告の公
刊当初よりその構想を積極的に支持していたため（Labour Party 1943: 136）、政権に就任す
ると早々に実施体制づくりに着手したのである27。 
1948 年から 1970 年代初頭までの時期において、完全雇用も実現する。年平均失業率は
3.0%を上回らずに推移した（Denman and McDonald 1996: 7）。成人労働者の年平均失業者
数も 50万人以下であった（Kavanagh 1997: 53）。完全雇用が終焉した時期の 1986年に失













アが 5%であったのに対し、イギリスは 2.4%にとどまった（佐々木 1998: 378）。したがっ
て経済成長率が低いにもかかわらず賃金上昇率が増加することで、インフレの発生しやす
い経済構造が成立したのである（Fraser 2017: 250）。物価上昇率も年平均で 3.5%から 4.5%







                                               










に改められた（Fraser 2017: 280-281；毛利 1999：14）。同時に、「適用除外契約 Contracting 
Out」も導入され、段階的年金に代えて職業年金や民間の個人年金に移ることも認められた
（Lowe 2005: 154-155）。適用除外契約を結ぶ被保険者は中間層を中心に、1967年までに











れていた児童給付（Beveridge 1942: para.307, 412）を制度化した家族手当28は、出生率の増
加に伴って 1967年に増額が決定された。ただしその財源は所得税制上の児童扶養控除の引
き下げによって捻出された（大沢 1999：120-121）。 
公的扶助では、受給者の割合が 1948 年に 3.0%だったのが 1970 年には 7.7%に増加した
（Lowe 2005: 157）。この変化は、国民保険料の拠出義務を果たせない者の自然増加とい
うよりも、政府が積極的に制度の拡充を図った側面の方が大きい。1966年に国民扶助は「補











                                               


































































から 1986 年にかけての社会保障予算の配分のうち、デモグラントは 24%から 16%に減少







                                                                                                                                         





労働組織率は一貫して下落し、1979年に 56.9%だったのが、1994年には 40%を割り込んだ（37.9%）（櫻井 2002：217）。 
43 
 
表 2.2 産業部門ごとの就業者数（単位：1000人） 
 
産業部門 1971 1981 1991 
変化率（％） 
1971-81 1981-91 
農業、林業、漁業 421 353 271 -16.2 -23.2 
エネルギー、水道供給 790 700 433 -11.4 -38.1 
鉱石採取業、化学 1262 927 646 -26.5 -30.3 
製造業（化学工業、自動車等） 3658 2883 2075 -21.2 -28 
その他製造業（食品等） 2969 2288 1892 -22.9 -17.3 
建設 1159 1100 965 -5.1 -12.3 
小売、流通、ホテル 3613 4072 4645 12.7 14.1 
輸送、通信 1532 1402 1329 -8.5 -5.2 
金融 1318 1706 2628 29.4 54 
公共サービス 4923 5919 6797 20.2 14.8 
全体 21645 21350 21681 -1.4 1.6 









































得補助の受給者数は 1979年に 120万人だったのが、1988年には 303万人まで増加した（毛
利 1990：327）。補足給付／所得補助は従来、失業者を対象にしていなかったが、受給者
全体の 50%を占めるようになった（山田 1999：216-217）32。  
 失業者が公的扶助を受給することにより、社会保障全体に占める公的扶助の割合が増大
した。公的扶助はメイジャー政権に移っても増え続け、保守党政権末期の 1996年には給付
全体の 3 割を超えるようになった（34.8%）。この時点で国民保険は 4 割ほどであったも
のの、そのうち大半は国民年金として給付され、失業者が受け取る給付はわずか 1%に過
ぎなかった（Deacon 2003: 133）33。 
「均一拠出・均一給付」の原則に立つ国民保険や「普遍主義」の原則に立つデモグラン
                                               
31 補足給付は 1988年に「所得補助 Income Support」に変更された。 
32 残りの半数は、高齢者や病人、障がい者など、「ナショナル・ミニマム」本来の原則に則った受給対象者である（山田 1999：
216-217）。 
33 1996年時点のデモクラントの割合は約 2割（19.5%）である（Deacon 2003: 133）。また、メイジャー政権期に、失業手当





































クレス世帯も 1990 年以降一貫して増加傾向にあり、1996 年には 299 万世帯を記録した。























年には 100万人を超える一人親が公的扶助の給付依存状態に陥っていた（Finn 2003: 114）。 
そして教育に関する問題として、子どもの貧困と低学歴が挙げられる。貧困児童の数は


































































































































































































































                                               
36 記事の入手に関して、『ニュー・ステーツマン』の 1950年から 1987年までの記事は縮刷版より入手した。縮刷版より入手
した記事の頁数は、各号ごとではなく、縮刷版の通し番号のみが記載されている。したがって本章でも縮刷版の頁数を表記す
る。1988年から 1996年までの記事は ProQuestより入手した。こちらの頁数は各号ごとに記載されているので、本章もそれに




ProQuest：https://search.proquest.com/publication/publications_5509?accountid=25225（最終確認日：2018年 11月 28日）。 






38『ニュー・ステーツマン』の創刊は 1913年。他の雑誌と合併した関係で、1964年までは“New Statesman and Nation”、1988
年から 1996年の時期は“New Statesman and Society”という名称で刊行されていた。そのため、扱う記事も各時期の表記に倣う
ことにする。『スペクテーター』の創刊は 1828年である。発行部数については Press Gazetteのオンライン記事を参考にした。
部数にはデジタル版も含む。 
New Statesman：http://www.new statesman.com/about-new statesman（最終確認日：2018年 11月 28日）。 
The Spectator：https://www.spectator.co.uk/about/（最終確認日：2018年 11月 28日）。 
Press Gazette： https://www.pressgazette.co.uk/news-mag-abcs-spectator-editor-claims-digital-is-behind-print-sales-renaissance/（最終確




























































































































                                               
41 以下、出来事としての完全雇用を指す場合は、「完全雇用」と表す。 


































                                               
43 New Statesman and Nation（1950: 152）やCole（1955: 88）などでも「完全雇用」を戦後コンセンサスの観点から語っていた。
その上で、New Statesman and Nation（1950: 152）に見られるように、「完全雇用」の代償として生じていたインフレの影響を
被る貧困層への給付拡充を求めるなど、福祉国家が「拡充期」を迎えるなかで、その恩恵を受けられない層の対応を説く記事
も見られた。 

















就労していた。年平均失業率は 3.0%を上回ることはなかった（Denman and McDonald 1996: 
7）。そのため、社会保障の主な対象は（ベヴァリッジ報告での構想どおり）就労能力を持
たない者であった。次の記事は、そうした就労能力を持たない者が受け取る給付の一つで








































いたのだろうか（Davison 1952: 7）。 
 



















































                                               
45 New Statesman and Nation（1954a: 772） やNew Statesman and Nation（1954b: 812）などでも「社会保障制度の充実」につい
て、貧困層の所得保障を中心に語られていた。特に New Statesman and Nation（1954b: 812）では、国民保険料の拠出を「社会
規律のかなり重要な要素」と表現するなど、国民保険を中心とする社会保障制度の運用が貧困層の所得保障を実施する上で重
要であることを論じていた。 



































                                               



















業率が平均 1.7%で推移したことを踏まえれば（Denman and Macdonald 1996: 6）、特殊な事
情を抱えない限り、勤労世帯は就労していた。この意味でタウンゼントは、「多数派」の
形成を歓迎し、「少数派」に対する貧困削減のさらなる進展を求めたのである。 






















                                               





































                                               










































































































































































































の主な役割である」（The Spectator 1977: 3）という言明に見られるように、両誌は、未就
                                               
54 Balogh（1972: 99-100）やBeckerman（1977: 339-341）などでも大量失業が福祉国家にもたらす影響を社会全体の危機として
語っていた。 























































































                                               












































































                                               
58 1960年代までに、労働力供給を目的に旧植民地から移住してきたカリブ系住民やインド系住民が、ロンドンやバーミンガ
ムの大都市でコミュニティを形成し、差別や抑圧を強いられていた（梅川 1989: 92；Panayi 2010=2016）。こうしたエスニッ
ク・マイノリティの多くは生活水準が低かった。そのため、1960年代にはイギリス全体で見れば、貧困率が高くないにもか
かわらず、エスニック・マイノリティをはじめ、この時期に増えつつあった離婚を伴う一人親世帯（母親と子ども）など、特












































バッシングが展開されていた（Dalrymple 1993: 16）。 
 































                                               
59 Julian（1988: 28）やNew Statesman and Society（1994: 18）などでも「給付依存」を国家や社会の責任と見なしていた。特に








































                                               






















































どのように語られていたのだろうか（Malcolm 1987: 6）。 
 
サッチャー夫人は、ベヴァリッジ報告のコピーを手カバンに持ちこむ。彼女とその
























                                               
61 左派勢力や貧困層に対する言説的攻撃の動員や実際の政策に見られる福祉削減など、サッチャーは決して幅広い層から支持
を調達できる政治家ではなかったにもかかわらず、なぜ長期政権を成立させてきたのかについて、多数の研究が行われてきた。
サッチャーの言説戦略に焦点を当てた研究として、Hall and Jacques (eds.) （1983）、長期政権に伴う社会経済環境の変化を踏







































                                               
62 New Statesman and Society（1996: 5）やMcCormick and Oppenheim（1996: 18）などでもベヴァリッジ報告を引き合いに「給
付依存」を国家の責任と見なしていた。 




























































































































































































































いた（Leys 1997: 23；Blank 2003: 15；吉瀬 1997：130-132）。IPPRの政策立案は、政府の専門家や学者との連携を通じて行わ
れ、それに携わったメンバーに、著名な人物では社会政策学者のルース・リスタ （ーRuth Lister）や政治学者のデイヴィッド・



















































































































（Layard 1997: 3-6）。 





た、特定の政策に関する「認識」を共有する集団の議論を参照することの意義の一つである（Haas 1992: 15；Fischer 2003: 33-34；




















































                                               



































                                               
72 グローバル経済への対応として、レイヤードは「企業の長期的成長の促進」「マクロ経済政策の強化」「EUの統一通貨へ













































74 Perri 6はペンネーム。 
90 
 
的、非即応的」であり（Perri6 1997a: 32）、「全く効果的でない」（Perri6 1997a: 30）。そ
こで彼は、部分的な問題に事後的に対応するのではなく、福祉国家のガバナンスを一体化































                                               





































































































































































































(1)  ネクサスの「保険者－投資家」論 
 『リニューアル』誌に寄稿した、心理学者デイヴィッド・ハルパーン（David Halpern）
と政治学者スチュアート・ウッド（Stewart Wood）83は、保守党が福祉国家のパフォーマン









82 資本主義論は主に「ステークホルダー資本主義」についての論考（Gamble and Kelly 1996）、選挙戦略はアメリカの大統領
選で勝利したビル・クリントン（Bill Clinton）民主党についてのレポート（Hewitt and Gould  1993）、経済政策論は EUの統
一通貨への加入を念頭に置いたマクロ経済政策（Corry 1994）などが掲載されている。『リニューアル』はオンラインジャー
ナルの形態で論文を掲載されている。本研究も『リニューアル』のサイトより論文を入手した http://renewal.org.uk/（最終確
認日：2018年 11月 28日）。 













































































































                                               
84 ギデンズが当時の労働党に対して知的影響力を及ぼしていたことは有名であるし、ギデンズ自身、自著『第三の道』にて、
社会民主主義者が実践、思想双方のレベルで生き残るためには「既成の見識を抜本的に改め」る、「第三の道を見出さなけれ
ばならない」としていた（Giddens 1998: ⅶ= 1999: 11）。その上で、「イギリスにおける『第三の道』は、トニー・ブレアお














（Giddens 1998: 105-106=1999: 178-179）。さらに経済的不平等は地域コミュニティの荒廃












































































































































会労働党 Parliamentary Labour Party 」より正・副党首や閣僚（野党期は影の閣僚）が選出
されるものの、党全体の意思決定は院外組織の「全国執行委員会 National Executive 
Committee」が行うとされてきた（Russell 2005: 129）。また、選挙区レベルの活動は「選













区労働党から主導権を奪還できなかったからである（Reid and Pelling 2005: 147-148）。 
労働党の政策形成に関しては、全国執行委員会が形成の権限を握っていた。全国執行委
員会で形成された政策は党大会で発議され、議決にかけられることで承認される仕組みが










①については、キノック期に党首直属の機関として「国家政策フォーラム National Policy 
Forum」が設置され、政策形成権限の多くが全国執行委員会から移された（Cole and Deighan 
2012: 69）。国家政策フォーラムの設置によって、執行部が労働組合の影響力を回避して
政策を形成することが可能になったのである。②については、スミス期に党大会での議決
の持ち分が労組 7：選挙区労働党 3に変更された。さらに個人党員が 30万人を超えた時点
で労組 5：選挙区労働党 5にすることも決定された。実際に個人党員は 30万人を超え、1996
年党大会より労組 5：選挙区労働党 5 が実現した（今井 2011：53-56）。過激な左翼活動
家と異なる、新たに個人党員となった中間層の意向を反映する形に党大会での議決方式を
改めることで、政策承認に際する党内左派の影響力を低下させたのである。こうしてキノ
                                               
87 こうした党内左派優位の状況は、党首選出の際にも影響を及ぼした。1980年の党首選ではマイケル・フット（Michael Foot）、
1983年の党首選ではキノックが、それぞれ党内左派の支持を得て選出された（Thorpe 1997: 205-206, 213）。しかしキノックは、
長期間野党に転落した労働党の立て直しを目指し、1980年代末より党内改革を開始するに至る。 

































                                               
89 さらにスミス期に、党首選において「一人一票制」が導入された。スミスの急逝後に実施された 1994年の党首選に立候補







































                                               
90 例えば 1983年と 1987年の総選挙時のマニフェストでは、いずれも社会保障の各給付について拡充を強調し、就労支援を中


















































































































であったが（Reid and Pelling 2005: 37-39）、ブレアが党首就任後の 1995年に改正された。
この改正は、労働組合の強い反発に合うことで一度は失敗するものの、ブレアが全国の集
会を行脚し、改正へ向けた説得を重ねた。その結果、主要労組の賛成を取りつけることで
改正が実現したのである（Rentoul 1995: 417）91。 
また、従来の社会主義に代わる理念として、ブレアは「社会－主義」を唱えた。「社会
－主義」の理念は、改正後の党綱領第 4条にも反映されているし、協調ムードの労働党が
どのような方向で政権を握っていくのか、基本姿勢を示している（Blair 1994: 3-4）。 
                                               





































                                               


















































































































ィア向けのアピールも兼ねていたと思われる（The Guardian 1997b）。 
 





































                                               





97 Hansard, December 8th 1997： 
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm199798/cmhansrd/vo971208/text/71208w02.htm#71208w02.html_sbhd7 October 20th , 2014























































































































1.  保守党政権期における職業訓練政策：職業訓練・企業協議会体制下の展開 
 
 第 2 節でも述べたとおり、イギリスでは 1980 年代に入ると失業率が 10％を超えるよう













は地方レベルに設置された TEC が担当した。TEC のメンバーは 3 分の 2 を地域の企業か
                                               
98 「再出発計画」の運用は「マンパワーサービス委員会 Manpower Services Commission」が担った。マンパワーサービス委員
会は全国レベルの使用者団体（イギリス産業同盟）および労働組合（労働組合会議）の代表者各 3名、地方自治体代表 2名、



















10億から 20億ポンドの予算が投下された（King 1995: 219）。 
このように、サッチャー政権以降の職業訓練政策は、TEC体制の下で展開していた。こ










練 Youth Training」と、6 ヶ月以上失業状態にある長期失業者を対象にした「就労訓練 
Training for Work」が挙げられる。「若年者訓練」は 1990年から実施され、TECから委託
を受けた継続教育カレッジなどの訓練提供機関が行った。その内容は、16 歳から 17 歳の
就学または就労していない若年者に対し、職種ごとに 1級から 5級までのレベルで構成さ




                                               
100 スコットランドには同様の機関として「地域企業協議会 Local Enterprise Companies」が設置された。ただし、本章で取り上
げるNDYPをはじめ、一連のニューディール政策はイングランドで実施されたため、以下、本文中では主要関連アクターを
TECに限定して分析することにする。 
























は 1年間から 6ヶ月に縮小された。そのため、就労能力のある者は 6ヶ月経っても就労で
きなかった場合、職業訓練プログラムに参加しなければ、新たな手当を受給できなくなっ
た。この点は半年以上の長期失業者に対する職業訓練プログラム参加の義務化を意味する



















期間が短いため取得率は高くなかった（Green, Hoskins and Montgomery 1996: 470-471）。こ
れらの政策にあえて意義を見出すとすれば、学校にも職場にも所属しない人々の一時的な



















2.  職業訓練・企業協議会に対する「社会的包摂」のアイディア共有・利益の再定義 
 























に基づいて全うすることを強調していた（TEC National Council 1997a: 12）。メンバーの 3
分の 2が企業より選出されていたこともあり、TECは地域の経済事情に精通しており、そ
の専門知については協力関係にあった教育機関やボランタリー団体からの評価も高かった

















                                               
103 リーズ・メトロポリタン大学（Leeds Metropolitan University）健康・環境学部（Faculty of Health and the Environment）編集に





た（Leeds Metropolitan University 1998: 12）。 
104 例えばイングランド西部のグウェント地区の TECは、外資系企業の進出に伴い、この企業の求めるスキルを住民に習得さ









刊行された、地域経済における TEC の役割についてまとめた報告書では、TEC を中心と
するパートナーシップは「非－官僚型」（non-bureaucratic）の原則を強調するなど（TEC 
National Council 1997a: 11）、地域のビジネスセクターが主体的に地域経済の活性化に向け
て専門知や権限を動員する必要を主張し、政府からの事業の視察や監査といった介入に対
















































ビジネスセクターにとって「あまりに狭いメンバーシップ」（Local Public Spending Bodies 
1996: 66）に映った。その構成からビジネスセクターの発言権が強力であり、「協力」関
係にとどまっていた非ビジネスセクターの意向はわずかしか反映されなかったのである。
1990年代半ばの時期には、そうした不満が高まっていた（Local Public Spending Bodies 1996: 
66；Jones 1998: 974）。また、ビジネスセクター間の対立も見られた。TEC内のポスト争
いに敗れた企業出身のメンバーが、自らの意向が無視されることに不満を表明するケース




































ール政策を管轄していた「教育・雇用省 Department for Education and Employment」（2001
年より教育・職業技能省 Department for Educated Skillsに組織変更）の大臣を務めていた、
ブランケットの説得行動に注目したい。 




































National Council 1998: 19）と表明した。「社会的包摂」のアイディアに基づいて、未就労
者のニーズを汲み取り、柔軟なサービス提供をプログラムに組み込む NDYP を積極的に
TECが運用していくという姿勢が表れている。一方で、ニューディール政策の実施をめぐ
                                               
105 ブランケットが説得行動を取った時期とほぼ同じ、1997年 6月に刊行された TECの報告書においても、従来の TECの活
動が「広義のコミュニティのニードに関連する不十分さに対するギャップに対処することに関して欠如が見られた」（TEC 
National Council 1997b: 39）という反省の旨が述べられていたり、失業者（特に若年者）が「満足な仕事を持つための機会の最







が TECの貢献を認める回答を見せた。残りの 3分の 1は TECの貢献を認めない回答を見
せたことから、必ずしもニューディール政策実施をめぐる官－民協働に関して、十全なる



































年 4月より試験的に実施された後、12月より順次全ての対象地域で実施された（NAO 2002: 
7）。先の総選挙でのマニフェストで「福祉から就労予算 Labour’s Welfare to Work Budget」
として公表されていたとおり（Labour Party 1997）、財源は民営化された旧公営企業に対し
て 1 回限り課税する、ウィンドフォール税によって得られた 52 億ポンドが充てられた
（NAO 2002: 8）107。2004年度からは主に、一般予算から支出された（藤森 2009）。ウィ
ンドフォール税の予算配分は次の表のとおりである。 
 
表 5.1 ウィンドフォール税の配分 （単位：100万ポンド） 
 
プログラム 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 計
若年者向けニューディール 50 210 320 440 460 1,480
長期失業者向けニューディール 0 10 110 160 320 600
50歳以上向けニューディール 0 0 0 20 20 40
単親者向けニューディール 0 20 50 60 90 220
障害者向けニューディール 0 10 30 90 80 210
失業者のパートナー向けニューディール 0 0 10 20 20 50
学校向けニューディール 90 270 330 580 310 1,590
児童ケア 0 20 10 0 0 40
産業向け大学 0 5 0 0 0 5
ワンストップ・ゲートウェイ 0 0 0 5 5 10
アクションチーム 20 20 40
企業ディプロップメント 0 0 0 20 10 30
全支出額 140 550 850 1,420 1,340 4,300
未配分額 900
ウィンドフォール徴税額 2,600 2,600 5,200
 







                                               
107 「社会的包摂」と「就労のための福祉」の関係については、前者は後者も含む、多様な政策を一貫したアプローチによっ
て統一的に実施することを示す上位概念に位置づけられる。そのアプローチがアイディアである。ちなみに、このマニフェス



















（堀 1999：153）。ブレア政権期に入ると、18 歳から 24 歳までの者がこの給付を受給す
るにはNDYPの受講が義務づけられた。したがって、半年以上失業している 18歳から 24
歳の若年者は、第 2段階としてNDYPへの参加にすすむことになる。 
 NDYPのプログラムは、図のように開始期間から順に 3つの期間に分けられる。 
 































































































































































































グランド内の 88 地域で実施された政策である（SEU 2001: 10）。予算総額は 7 年間で 29
億ポンドであった（自治体国際化協会 2007：3-6）。ブレア政権期には、荒廃地域の再生
を目的とした地域政策が他にも存在した。それは、保守党前政権期の 1994年から 2002年
まで実施された「単一再生資金 Single Regeneration Budget」、1998年から 2011年まで実施
された「コミュニティ向けニューディール New Deal for Communities」、2007年から現在





だし、実施対象は 39地域、予算総額は 20億ポンドにとどまるなど（ODPM 2005a: 7）、
                                               




















































































 第 3 節では、NR をめぐる実施体制の設計および管理段階について分析する。この段階







































































































ースを動員し、共有した政治目標を追求していく複合的過程と定義される（Torfing et al. 
2012: 14）。そこでの政府は政治目標を設定し、その実現に向けて「ネットワーク型」の















































































































その実施体制を設計するための条件とは、民主的制度の確立である（Torfing et al. 2012: 
80-84）。アクターが実施体制に参加しても、権限やリソースの面で政府が上位の存在であ
り、他のアクターが下位である関係は変わらない。この関係が前提となるなかで下位アク
                                               
114 NR事業は 2008年以降、「機能型近隣地域資金 Working Neighbourhoods Fund」に予算を切り替え、「地域協定」の一部と

















































































































































(1)  ボランタリー・セクターおよび自治体による、実施体制への参加に対する認識 
 まずボランタリー・セクターの利益について、本稿では「全国ボランタリー組織協議会
National Council for Voluntary Organization」（以下、NCVOと略記）が刊行した、『変革
の挑戦集会：21世紀へ向けたボランタリー・セクターの活動』（Meeting the Challenge of 
146 
 




























City Council 2005: 5）。「社会的排除」問題を解決するために、コミュニティ全体を改革し
ていく必要性を認識していたのである。そのためには、レスター市も「官－民協働」が必





                                               




























































































































                                               
116 こうした政府－自治体の対立を「文化」と形容するのはデモス独自の観点である。ただし、政府と自治体の対立が都市部

























































は「2000年荒廃状況指数 Indices of Deprivation」（以下、荒廃指数と略記）が用いられた。
荒廃指数は、社会保障の受給率や、住居やインフラの整備率などから指標を算定したもの
である（DETR 2000: 6-9）。選定の結果、イングランドにおいて高い荒廃指数が示された
「最荒廃地域」を多数抱える 88の自治体が実施対象に選ばれた（SEU 2001: 10）。以下、
NRの実施主体、民間アクターに対する助成、予算について述べる。 
まず、実施主体として「地域戦略パートナーシップ Local Strategic Partnership」（以下、
LSPと略記）が設置された。LSPはNR実施に先がけて 2000年にイングランドの 306の自





















































算であった（金川 2008：126）。同時に NR の事業方針を定める「近隣地域再生戦略 



































                                               
118 NRFの他の交付条件として「地域公共サービス協定 Local Public Service Agreement」と政府の「公共サービス協定 Public 




































                                               

























































































































































イ（同 10位）、テームサイド（同 49位）が該当した（ODPM 2004: 114-115）。以上の基
準により、本研究はこの 3つの自治体における取り組みを事例に選択する。 









2.  ハリンゲイにおける実施過程 
 
それでは、ハリンゲイにおける NR の実施過程から分析する。ハリンゲイ（London 




は 2001年の NR開始時点で 22万 5000人であり、そのうち 20代が最も多く、とりわけ未
成年の割合が全人口の 20％を占めていた（Haringey Council 2004c: 8）。次に、民族構成が
挙げられる。全人口中に占める非白人の割合は、同様に 2001年時点で 54.7%を占め、イン
グランド及びウェールズ平均の 8.7%を大きく上回っていた（Haringey Council 2004c：8-9）
123。さらに雇用率の低さも特徴である。ハリンゲイ住民の雇用率は、2001年時点で 61.8%
にとどまり、イングランド全体の平均 75.3%を下回る。これは NR 実施対象の自治体平均
の 69.6％から見ても低い割合である（Haringey Council 2004c：10）。また地理的特徴とし





けた引き継ぎ期間に分けることができる（Haringey Council 2007: 4-5）。以下、地ならし期















































































































問題の一つであった（SEU 1999: 14）。とりわけNRを実施した荒廃地域における 10代妊
娠率は高く、ハリンゲイでも 2001年時点で 1000人中 72.7人の割合に達していた（Haringey 
Council 2002d：2）124。このような状況から、LSPは 10代親にアドバイザーを帯同させる
                                               






















































3.  テームサイドにおける実施過程 
 
次に、テームサイドにおけるNRの実施過程を分析する。テームサイド（The Metropolitan 




の地域と同様にサービス業であった（Tameside Strategic Partnership 2004a: 2）。 
テームサイドの荒廃状況に関連する特徴として、まず人口構成について述べる。全人口
は 2001 年の NR 開始時点で 21 万人であり、そのうち 30 代の人口が最も多く、20 代の人
口が最も少なかった。次に、人種構成については白人が最も多く、全体の 95%を占めてい
た。非白人の割合は 5％にとどまる（Tameside Council 2004: 2）。雇用率は全国平均並みで




えばアシュトン（Ashton）地区では、非白人住民が 20%を超え（Tameside Council 2004: 2）、
失業率も 10.3%に達していた（Tameside Council 2004: 7）。つまりテームサイドでは、自治
体内に点在する荒廃地域の再生がイシューとなっていたのである。 




テームサイドにおける実施期間は、2001 年から 2004 年前半までの地ならし期間、2004























現実妥当性の観点からイニシアティブをとった（Tameside Strategic Partnership 2003d: 1）。
こうした過程を経て、コミュニティ戦略は 2003年に公表されるに至った。公表までに 3000
人以上の住民やボランタリー団体が参加した（Tameside Strategic Partnership 2004a: 5）。ま
た公表後も、LSP が優先事項の実施に向けて機能しているかについてヒアリングの場を設




























中心に取りまとめることとされた（Tameside Strategic Partnership 2004c: 10-14）。事業を実
施するにはどの程度のコストをかければ効果的になるかなど、ボランタリー団体の現場知
が期待されたのである。 
同時期には、議会でも NRS の策定に関する審議が行われた。2002 年 3 月には荒廃地域
にNRFを集中的に投入する必要性を事務総長（事務方のトップ）が示し、議会側もそれに
同意した。同時に、事業の進捗についてその都度議会で報告されることなどが確認された



























多大な貢献を行ったと回答した。その評価の場には、40 団体から 80 人以上の代表が出席
した。また団体にとっても、自らが事業に取り組むことで地域に貢献できたと考えている








































 テームサイドでは 2004 年後半から、NR 事業が本格的に展開されていく。その内容は
NRSで示されたとおり、雇用と教育、健康問題に対応する事業であった。ただし健康問題

















携する訓練プロバイダーによって行われた（Tameside Council 2007: 6-7）。 
さらに、事業へのアクセスをより容易にし、対象者の参加コストを軽減するための事業



































4.  タワーハムレッツにおける実施過程 
 
最後に、タワーハムレッツにおける NR の実施過程を分析する。タワーハムレッツ
（London Borough of Tower Hamlets）はハリンゲイと同じGLAに属する特別区である。世
界的な金融街のシティが所在するシティ・オブ・ロンドンの東側に隣接し、当時の人口は




荒廃状況に関する特徴として、人口構成は若年者が多く、20 代から 30 代前半の割合が
区全体の 34%を占めていた。とりわけ 16 歳以下が 22%であった（Tower Hamlets Council 
2005a: 22-23）。民族構成については、白人、アジア系（バングラデシュ系）、その他の少
数民族がそれぞれ 3分の 1ずつの割合で構成されているという特徴を持つ（Tower Hamlets 
Council 2011: 5）。失業率は 2001年時点で 11.8%であり、GLA内で最も高かった。パート
タイムなどあらゆる経済活動に従事する割合を示す雇用率も 52.5%しかなく、GLA平均よ
り 21.5%も下回っていた（Tower Hamlets Council 2005a: 20-22）。ただし、ドックランズ地
区の開発が一定の成果を上げたこともあり、1990年代までの状況と比べれば、徐々に地域
再生の進展が見られる状況にあった（Tower Hamlets Partnership 2002: 4）。そうした状況を
NR の実施によっていかに加速させていくかが、タワーハムレッツのイシューだったので
ある。 








ミュニティ計画アクショングループ Community Plan Action Group」（以下、CPAGと略記）
の代表によって構成された。理事長には議員が就いた。CPAG は、LSP が実施する事業を
実際に提供する団体との円滑な連携を目的に、LSP の下部組織として設置された（Tower 
Hamlets Partnership 2002: 48）。この CPAGの代表が、LSPにも参加したのである。CPAG









りよい場所である（Tower Hamlets Partnership 2002: 4）。重視される政策領域はそれぞれ、
治安、住居および医療、雇用、教育、公共サービスへのアクセスが該当する（Tower Hamlets 
Partnership 2002: 5）。 




クターの意見を幅広く集める形で策定がすすめられた（Tower Hamlets Partnership 2002: 48）。
この段階で重要になったのが「ローカル・エリア・パートナーシップ Local Area Partnership」
（以下、LAPと略記）である。LAPも CPAGと同じ LSPの下部組織であった。そのため、
LAPはタワーハムレッツ内の地区ごとのニーズを明確化し、LSPの理事会に地区の意見を
すくいあげる役割を持っていた（Tower Hamlets Partnership 2001: 2）。LSPは LAPを設置
することで、住民一般やボランタリー団体の意見をコミュニティ計画の内容に取りこんだ
のである。LAPはコミュニティ計画の策定だけにとどまらず、LSPが実施するあらゆる事








受けたことを好意的に報じた（East London Advertiser 2002b）。また、治安向上に取り組ん
できたタワーハムレッツ内の駅員に対するインタビュー記事では、「我々は勢いを増して
いる」という駅員のコメントを載せるなど、1990年代までの状況よりも改善しつつあるこ
とを報じていた（East London Advertiser 2003）。この状況をさらに進展させるために、よ
り官－民のアクターが連携を深め、地域再生の成果を上げる取り組みが要請されていたの
                                               
126 「影の LSP Shadow Tower Hamlets Partnership」は、LSPと同様に議会議員、企業、医療、警察、ボランタリー団体といった







Hamlets Council 2004c: 2）。これらを踏まえて、年度ごとにコミュニティ計画のアップデー
ト版を策定した。LAP の運用に関しては、各地区に議員を配置し、彼らが LAP で述べら
れた意見を取りまとめる役割を担った（Tower Hamlets Council 2004a: 7）。LAPでは、上記
の事業実施をめぐる協議に加えて、6 ヶ月ごとにコミュニティ計画の進捗についての報告
も行われた（Tower Hamlets Council 2005b: 50）。2004年度には 4000人を超えるボランタ















であった（Tower Hamlets Council 2005a: 20-22）。そのため、GLAにおける全再開発事業の
3 分の 1 に相当する金額が、タワーハムレッツに投入されていた。その規模は、政府支出
ベースで 10 億ポンド、民間支出ベースで 50 億ポンドに達する（Tower Hamlets Council 
2004b: 1）。これだけ大規模な資金を投入し、徐々に改善の兆しが見えるようになった状
態でも、先に述べた失業率の高さのように、課題を多く残していたのである。 











といえば、そうではない。タワーハムレッツの LSP は、NR 事業の実施に向けた政策領域
を特定化できなかった一方で、事業実施の対象者を特定化することには成功した。その対
象とは、若年者である（Tower Hamlets Partnership 2004: 4-5）。人口構成上、最も多い層で
ある若年者に関連する事業にNRFを用いることで、NRとしてのオリジナリティを見出そ
うとしたのである。この対象となる層を若年者にしぼったことは、LAPを通じてボランタ





（Tower Hamlets Council 2004c: 2）。また、ベスト・バリューを通じて民間セクターの現場
知や専門知が活きるように、効果的かつ効率的な資金運用を行うことなどが確認された
（Tower Hamlets Council 2007: 8）。実際にベスト・バリューの運用が開始されると、その
進捗についての報告や、年度ごとに財務状況も含めたパフォーマンス指標に基づいて評価
































NRS の策定においては、タワーハムレッツの LSP は他の事業との兼ね合いや、NRF の
予算規模を踏まえて、NR を効果的に展開するために現実的な判断を行った。その結果、





























 1 つ目の事業は、保育士育成事業である。タワーハムレッツ内に存在する 4 つの保育士
養成機関への支援として、NRFが用いられた。NRFの助成を受けた機関では、シュア・ス
タート資金127の助成を受けている地区において、保育士養成を担当するコーディネーター
































ていなかったためである（Tower Hamlets Council 2005d: 20）。 







































また、タワーハムレッツの LSP は、CPAG や LAP といった下部組織を独自に設置し、
民間セクターの影響力を大きく反映できるようにしていた。こうした公正な意思決定制度




























































































































域の LSP は NRS の策定において主導アクターを中心に、荒廃地域の再生に向けて必要な
























































                                               




























































































































                                               
132 義務教育年齢はブラウン政権期以降、18歳まで引き上げられた。 
133 1944年から 1964年までは、初等教育修了時の 11歳時点で「イレブン・プラス」という試験が実施されていた。イレブン・
プラスの成績上位者の 20%は大学進学などを目的とする高等教育を行う学校に進むことができ、残りは事実上その時点で高等
教育に進学する道が断たれるという制度であった（Chitty 2004: 20）。1964年の労働党政権はこの制度を問題視し、イレブ
































拭えず、これらを通じて教育水準が向上したとは言えなかった（Chitty 2004: 124-126）。 
むしろ教育政策においてサッチャー政権が大きな関心を払ったのは、実施体制の改革で
                                               
134 具体的には、キー・ステージ 1（5－7歳）、2（7－11歳）、3（11－14歳）、4（14－16歳）に区分され、キー・ステージ

























ど、進学や就労いずれにも就けない傾向も顕著であった（Sparks and Glennerster 2002: 180）。















































                                               
136 マーシャルのシティズンシップ論は、市民的、政治的、社会的権利の 3つによって構成される。市民的権利は 18世紀に発
達した人身や言論の自由を意味する。政治的権利は 19世紀に発達した参政権を意味する。社会的権利は 20世紀に発達したも
のであり、貧困や社会的不平等の是正を意味する（Marshall and Bottomore 1992: 8-10=1993：15-19）。これら 3つの権利によっ



















































































































































た。ICL や Bull といった IT 系の企業も、生徒の学習進捗や教育成果に関する情報のシス
テム化に関心を示し、EAZ に対してそのマネジメントスキルを提供しようとしていた












































































                                               
139 さらにアクション・フォーラムに参加する自治体も、EAZは「地方政府からの教育撤退」であり、それゆえに「地方の民





いたためと考えられているが（Jones and Bird 2000: 498）、同じ公的アクターの地方教育当局や教師の後方支援的役割を自認し、










































































                                               
140 EAZでは、リトルウッズ、ユーロトンネル、日産、マルコーニ、フォード・ジャガーなど業界の違いを問わず、イギリス



















（Jones and Bird 2000: 499）。また、EAZの運営に民間の経営手法の導入を図ろうとするこ
































































































                                               
142 寄付金の確保に困難を感じた政府は、寄付金をより多く集めるための助言を与えるために、教育系準政府期間の「テクノ
ロジー・カレッジ・トラスト」と全国規模のボランタリー・団体の「コミュニティにおけるビジネス」を各地域の EAZに参
加させた（NAO 2001: 12）。しかし目立った成果を上げることはできなかった。 
143 アクション・フォーラムのメンバーは、例えばグレータ ・ーマンチェスター内のサルフォードとトラッフォード地区では、
教育アクターが半数近くを占めたのに対し、企業系のメンバーは 5分 1程度しか参加していなかった（全 45名中 8名）（Jones 













































































                                               
145 他にも、教師の給与体系に新しく特別な等級を設けて、多くの有能な教師をリクルートする「上級スキル教師 Advanced 








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































障 1 イギリス』東京大学出版会：97-128。 
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